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【諮問 ： 行文第２８－２号】 

奈良市議会が行った平成２８年８月３日付け奈市議第３８６号による行政文書開

示請求部分開示決定処分（処分庁 議会事務局総務課）に対する審査請求について 
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（別紙） 

答申：行文第３７号 

諮問：行文第２８－２号 

 

答  申 

 

第１ 審査会の結論 

奈良市議会が、平成２８年８月３日付け奈市議第３８６号で行った行政文書

開示請求部分開示決定処分は、妥当である。 

 

第２ 審査請求の経緯 

１ 行政文書の開示請求 

審査請求人は、奈良市情報公開条例（平成１９年奈良市条例第４５号。以下「条

例」という。）第５条第１項の規定に基づいて、平成２８年７月２０日付けで、

奈良市議会（以下「処分庁」という。）に対して、「平成２７年度政務活動費の

人件費がわかる文書」の開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。 

２ 処分庁の決定 

処分庁は、本件開示請求に対する行政文書（以下「本件行政文書」という。）

を、次の「⑴ 本件行政文書について」のとおり特定した。 

その上で、処分庁は、本件開示請求について次の「⑵ 不開示部分」を除い

て開示する旨の行政文書部分開示決定処分（以下「本件決定処分」という。）を

行い、次の「⑶ 開示することができない理由」を付して、平成２８年８月３

日付け奈市議第３８６号により審査請求人に通知した。 

⑴ 本件行政文書について 

 ア 平成２７年度政務活動費収支報告書（柿本元気議員分人件費） 

   イ 平成２７年度政務活動費収支報告書（内藤智司議員分人件費） 

   ウ 平成２７年度政務活動費収支報告書（山口誠議員分人件費） 

  ⑵ 不開示部分 

 ア 平成２７年度政務活動費収支報告書（柿本元気議員分人件費） 

  (ｱ) 領収書に記載されている被雇用者の住所、氏名及び印影 

  (ｲ) 勤務表に記載されている被雇用者の氏名及び印影 

  (ｳ) 雇用契約書に記載されている被雇用者の住所、氏名、生年月日、印影、

電話番号及び携帯電話番号 

 イ 平成２７年度政務活動費収支報告書（内藤智司議員分人件費） 

  (ｱ) 領収書に記載されている被雇用者の住所、氏名及び印影 
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  (ｲ) 勤務表の印影 

  (ｳ) 雇用契約書に記載されている被雇用者の住所、氏名及び印影 

 ウ 平成２７年度政務活動費収支報告書（山口誠議員分人件費） 

  (ｱ) 領収書に記載されている被雇用者の住所、氏名及び印影 

  (ｲ) 勤務表に記載されている被雇用者の氏名及び印影 

  (ｳ) 雇用契約書に記載されている被雇用者の住所、氏名及び印影 

  ⑶ 開示することができない理由 

    本件行政文書に係る⑵の不開示部分は、個人に関する情報であって、特定

の個人を識別することができるものであり、個人の権利利益を害するおそれ

があるため 

３ 審査請求 

審査請求人は、本件決定処分に対し、行政不服審査法（平成２６年法律第６

８号）第２条の規定に基づき、平成２８年９月２８日付けで、奈良市議会（以

下「審査庁」という。）に対して審査請求を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   本件決定処分を取り消し、本件行政文書のうち次の部分の開示を求める。 

  ⑴ 領収書に記載されている被雇用者の氏名及び印影 

⑵ 勤務表に記載されている被雇用者の氏名及び印影 

⑶ 雇用契約書に記載されている被雇用者の氏名及び印影 

 ２ 審査請求の理由 

   審査請求人から提出された審査請求書、反論書及び行政不服審査法による口

頭意見陳述並びに当審査会における口頭意見陳述での審査請求人の主張を要約

すると、審査請求の理由は概ね次のとおりである。 

  ⑴ 奈良市議会基本条例（平成２５年奈良市条例第４２号）に規定する政務活

動費の使途に関する説明責任を踏まえると、政務活動費に係る情報、証拠書

類は、その使途を証憑するものとして、開示する公益性が高く、条例第９条

による裁量的開示がされるべきである。 

⑵ 処分庁は、本件決定処分は平成２４年９月２７日付け奈市議第７５４号に

よる行政文書開示請求部分開示決定処分と考え方が同じであると主張してい

るが、平成２４年の地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の改正による政

務活動費に関する規定の追加、また国会における政務活動費をめぐる審議状

況など社会的な情勢の変化などを踏まえて、開示決定等を判断すべきである。 

⑶ 政務活動費収支報告書は、市民に報告され、また、監視してもらうために
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作成されたと考えるべきであり、情報公開における原則開示の理念に基づけ

ば、市民には原本を閲覧する権利がある。 

⑷ 処分庁は、平成２４年９月２７日付け奈市議第７５４号による行政文書開

示請求部分開示決定処分に対し、審査請求人が行った異議申立てについて、

平成２４年１２月２５日付け答申行文第２５号で奈良市情報公開審査会が奈

良市議会にした答申（以下「平成２４年答申」という。）においても同様の判

断がされており、本件決定処分の判断を変更する事由は発生していないと主

張しているが、次のとおり事実誤認である。 

   ア 平成２４年答申は、「政務調査費」に関するものであるが、平成２４年に

地方自治法が改正され、新たに「政務活動費」としての規定が追加されて

いる。「政務活動費」に関する規定では、「議長は、政務活動費については、

その使途の透明性の確保に努めるもの」と定められており、これは、住民

の監視によって透明性が確保されるという立法趣旨に基づくものと解され

る。そもそも個人情報は、絶対的な不開示情報には当たらず、開示決定等

の判断は、公益上の比較衡量や、その時の状況によって判断されるべきで

ある。したがって、不開示部分も議長や議員が任意的に開示することは可

能である。 

   イ 平成２４年答申に係る審理手続は、平成２８年に行政不服審査法が改正

される前に行われたものであり、手続の厳格化及び透明化が図られていな

かった。当時の諮問庁は、不服申立人に処分理由説明書の送付手続さえ行

わず、条例に基づく奈良市情報公開審査会は諮問庁の見解を一方的に主張

し中立的ではなかった。 

⑸ 一部の地方公共団体では、政務活動費収支報告書の閲覧請求があった場合

は、原本を閲覧に供している。また、情報公開制度による開示請求があった

場合は、人件費に係る被雇用者の住所、氏名等を開示している。 

⑹ 政務活動費支出報告書に不開示情報が含まれる場合は、その不開示理由を

具体的に明示すべきである。個人情報であるという漠然とした理由での本件

決定処分は政治や行政の不透明感を増し、不信を招くだけである。 

 

第４ 処分庁の説明の要旨 

   処分庁による弁明書及び行政不服審査法の規定による口頭意見陳述並びに当

審査会における口頭での説明を要約すると、本件決定処分の理由については概

ね次のとおりである。 

１ 本件行政文書の不開示部分である、被雇用者の住所、氏名、生年月日、印影、

電話番号及び携帯電話番号は、特定の個人を識別することができる情報で、公
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にされることを前提としたものではない。 

２ 本件行政文書の不開示部分は、人の生命、身体、健康、生活又は財産の保護

のため開示が必要なものではなく、また、公務員に関する情報でもない。 

３ 平成２４年答申において、本件決定処分と同様の事案である平成２３年度政

務調査費の人件費に係る証拠書類の行政文書開示請求に対する部分開示決定処

分が妥当である旨の答申がされており、本件決定処分においてこれを変更する

事由はない。 

４ 以上のことから、本件決定処分における不開示部分は条例第７条第２号に該

当する。 

 

第５ 審査会の判断 

審査会は、審査請求人及び処分庁双方の主張を踏まえ、本件事案について審

査した結果、次のとおり判断した。 

 １ 条例第７条第２号の該当性について 

  ⑴ 本件行政文書について 

奈良市議会政務活動費の交付に関する条例（平成１３年奈良市条例第２０

号。以下「政務活動費条例」という。）第１条は、「奈良市議会議員の市政に

関する調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、政務活

動費を交付する」と規定している。また、政務活動費条例第７条は、奈良市

議会議員は、政務活動費の交付を受けた年度の終了後に、政務活動費に係る

収入及び支出の報告書（以下この⑴において「収支報告書」という。）を奈良

市議会議長に提出するとともに、「当該収支報告書に係る領収書等の証拠書

類」を添付しなければならないと規定している。 

政務活動費条例第３条第２項の規定により、市長は毎四半期の最初の月に

当該四半期に属する月数分の政務活動費を奈良市議会議員に交付するものと

され、平成２７年度の政務活動費はすべて交付済みであると認められること

から、本件行政文書は、すべて政務活動費条例の規定に基づいて、奈良市議

会議員である柿本元気議員、内藤智司議員及び山口誠議員が奈良市議会議長

に提出した収支報告書である。 

処分庁は、本件行政文書中、第２の２⑵に掲げた内容を条例第７条第２号

に該当することを理由に本件決定処分を行った。 

これに対して、審査請求人は、本件行政文書の不開示部分のうち、領収書

に記載されている被雇用者の氏名及び印影、勤務表に記載されている被雇用

者の氏名及び印影並びに雇用契約書に記載されている被雇用者の氏名及び印

影のみを対象に本件決定処分の取消しを求めている。したがって、当審査会
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は、審査請求人が取消しを求めた部分に限定して、条例第７条第２号の該当

性を審査することとする。 

⑵ 条例第７条第２号本文の該当性について 

条例第７条第２号本文は、個人に関する情報であって、当該情報に含まれ

る氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができる

こととなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公に

することにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるものを不開示情

報として規定している。 

以上を踏まえ、本件行政文書の不開示部分のうち、審査請求人が本件決定

処分の取消しを求めている被雇用者の氏名及び印影を見分したところ、次の

事項を確認した。 

   ア 領収書には、当該奈良市議会議員（以下ア及びウにおいて「議員」とい

う。）が調査研究その他の活動を補助させるために雇用した被雇用者の住所、

氏名及び印影のほか、雇用者である議員の氏名、平成２７年度各月ごとの

賃金月額、被雇用者が賃金を領収した日付といった情報が記録されている

ことを確認した。 

これらの情報のうち処分庁が不開示とした被雇用者の氏名及び印影の情

報は、個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるも

のであることから、条例第７条第２号本文に該当すると認められる。 

   イ 勤務表には、被雇用者の氏名及び印影のほか、月ごとの勤務実績に関す

る情報として、平成２７年度各月ごとに勤務した日付、時間帯、月計した

時間数が記載されている。 

これらの情報のうち処分庁が不開示とした被雇用者の氏名及び印影の情

報は、個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるも

のであることから、条例第７条第２号本文に該当すると認められる。 

   ウ 雇用契約書には、雇用者である議員及び被雇用者の氏名、印影及び住所

のほか、被雇用者の生年月日、電話番号及び携帯電話番号並びに契約内容

に関する情報として、被雇用者の雇用（予定）期間、職務（雇用）内容、

就業場所、就業時間、賃金（給料）、給与支払方法、契約年月日等が記載さ

れている。 

     これらの情報のうち処分庁が不開示とした被雇用者の氏名及び印影の情

報は、個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるも

のであることから、条例第７条第２号本文に該当すると認められる。 

  ⑶ 条例第７条第２号ただし書の該当性について 
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    条例第７条第２号ただし書において、対象となる情報が「ア 法令等の規

定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報、

イ 人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが

必要であると認められる情報、ウ 当該個人が公務員等である場合において、

当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該

公務員等の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容に係る部分」に該当する場

合は、同号本文に該当するものであっても開示しなければならない旨規定し

ている。 

これは、個人に関する情報を不開示とする原則を踏まえた上で、一般的に

当該個人の権利利益を保護する観点から不開示とする必要がないもの及び権

利利益を保護する必要を考慮しても開示する必要性が認められるものについ

て、個別具体的に明確化したうえで、例外的に不開示情報から除くこととし

たものである。 

次に、審査請求人が本件決定処分の取消しを求めている被雇用者の氏名及

び印影が、本号ただし書に該当するかどうかについて検討する。 

   ア 本号ただし書アの規定は、法令等の規定により、何人に対しても等しく

閲覧等が認められている場合や、すでに慣行として公にすることが行われ

ている場合などにおいて、これらの情報については不開示情報から除くと

いう趣旨である。 

これを踏まえて本件開示請求についてみると、まず、被雇用者の氏名及

び印影は、特に法令等により閲覧等が認められているものではないから、

法令等の規定により公にされ、又は公にすることが予定されている情報で

あるとは認められない。 

そこで、次に、被雇用者の氏名及び印影が慣行として公にされ、又は公

にすることが予定されている情報かどうかについてであるが、法人や団体

の代表者など、代表性が認められる個人の氏名であればともかく、本件の

ような一個人たる被雇用者の氏名は、公にされることが現状では慣行とな

っているとは言えないから、事実上の慣行として公にされ、又は公にする

ことが予定されている情報であるとは認められない。また、被雇用者の印

影についても、当該印影は法人や団体などの代表者の印影ではなく、純然

たる個人の印影が記録されており、これも慣行として公にされ、又は公に

することが予定されている情報であるとは認められない。 

     以上のことから、被雇用者の氏名及び印影は、本号ただし書アに該当し

ない。 

イ 本号ただし書イの規定は、当該情報を公にすることにより保護される人
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の生命、身体、健康、生活又は財産に関する利益と、これを公にしないこ

とにより保護される個人の権利利益を比較衡量し、前者の利益が後者のそ

れを上回るときにこれを開示する趣旨である。 

これを踏まえて本件開示請求についてみると、被雇用者の氏名及び印影

は、明らかに人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公に

することが必要であると認められる情報には該当しない。 

ウ 最後に、本号ただし書ウについて、被雇用者は、ただし書ウに定める公

務員等（国家公務員、独立行政法人等の役職員又は地方公務員）の職にな

いこと、被雇用者の職務（雇用）内容は、公務員等としての職務の遂行に

係る情報であるとは認められないことから、本号ただし書ウに該当しない。 

エ したがって、審査請求人が本件決定処分の取消しを求めている被雇用者

の氏名及び印影は、条例第７条第２号ただし書ア、イ及びウのいずれにも

該当しない。 

⑷ 以上のことから、審査請求人が本件決定処分の取消しを求めている被雇用

者の氏名及び印影については、条例第７条第２号の不開示情報に該当すると

認められるから、処分庁がこれらの部分を不開示とした判断は妥当である。 

 ２ 条例第９条の該当性について 

条例第９条は、開示対象情報が条例第７条各号（第１号を除く。）の規定に該

当する場合であっても、実施機関の高度の行政的な判断により、公にすること

に、当該情報を保護すべき利益を上回る公益上の必要性があると認められる場

合には当該情報を開示することができるとする規定である。 

条例第９条に規定する「公益上特に必要があると認めるとき」とは、人の生

命、身体、健康などの個人的な権利利益の保護のための開示義務とは異なり、

より広く社会的な利益を保護するため特別の必要性がある場合がこれにあたる

と解されている。また、「公益上特に必要があると認めるとき」に該当するかど

うかを判断する場合には、 不開示情報の規定によって保護される利益と公益上

の必要性とを個別具体的に比較衡量することが必要となる。 

ここで本件行政文書を開示することに、保護される個人の権利利益を上回る

公益上の理由があるかどうかであるが、審査請求人は、政務活動費の使途に関

する説明責任を全うするためには、その使途を証憑する証拠書類を開示するこ

との公益性は高いと主張している。たしかに、政務活動費の使途を確認し、そ

の使途の適正を図ることは、特に昨今の政務活動費をめぐる収支報告書の不正

問題など、市民等にとっても非常に関心が高いことがうかがえることから、審

査請求人の主張は一定程度理解できるところである。 

しかし、本件行政文書を改めて見分すると、第５の１⑵で説示したとおり、
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被雇用者の氏名及び印影をはじめ、被雇用者の住所、電話番号、雇用（予定）

期間、職務（雇用）内容、就業場所、就業時間、賃金（給料）、給与支払方法な

ど特定の個人が結んだ契約の内容が記録されている。これらの情報は、個人に

関する情報であり、公になった場合、当該個人の権利利益が害されるおそれが

きわめて高いと考えられる。 

したがって、被雇用者の氏名及び印影について裁量的開示をすべきであると

いう審査請求人の主張は一定程度理解できるところであるが、これらの情報を

公にすることに、当該情報を保護すべき利益を上回る公益上の必要性があると

までは認められず、処分庁が行った本件決定処分に裁量権の逸脱又は濫用は認

められない。 

３ まとめ 

当審査会は、本件事案を厳正かつ客観的に判断した結果、冒頭の「第１ 審

査会の結論」のとおり判断する。なお、審査請求人のその余の主張は、いずれ

も当審査会の判断を左右するものではない。 

 

第７ 審査会の審査経過 

当審査会における審査経過は、次のとおりである。 

年 月 日 審 査 経 過 

平成２８年１２月 ８日 審査庁から諮問を受けた。 

平成２９年 １月３０日 

 

平成２８年度第６回審査会 

１ 審査請求についての概要説明を受けた。 

２ 審査請求からの口頭による意見陳述を受けた。 

３ 処分庁から口頭による説明を受けた。 

４ 事案の審議を行った。 

平成２９年 ２月２８日 

 

平成２８年度第７回審査会 

１ 事案の審議を行った。 

２ 答申の最終確定を行った。 

平成２９年 ２月２８日 審査庁に対して答申を行った。 
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○ 奈良市情報公開審査会委員 

氏  名 役 職 名 備  考 

杵崎 のり子 奈良学園大学教授  

佐 野  隆 帝塚山大学教授 会     長 

藤次  芳枝 弁護士 会長職務代理者 

戸城  杏奈 弁護士  

浜口  廣久 弁護士  

 

 


